
16

年
15～24歳
（在学中
を含む）

15～24歳
（在学中
を除く）

25～34歳 35～44歳 45～54歳 55～64歳 65歳以上

平成16年 45.3 33.3 23.4 26.3 28.9 39.6 66.0

平成6年 22.3 10.6 11.8 19.8 20.6 26.9 52.0

上昇率
（16年ー6年)

23.0 22.7 11.6 6.5 8.3 12.7 14.0

１５．雇用者に占める非正規の
職員・従業員の割合（男女計）

雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は、
若年層において上昇幅が大きい。

雇用者に占める非正規の職員・従業員の割合は、
若年層において上昇幅が大きい。

資料出所：総務省統計局「労働力調査特別調査」（1994年2月）、「労働力調査（詳細結果）」（2004年）
注：非正規の職員・従業員＝「役員を除く雇用者」－「正規の職員・従業員」で算出した。
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１６．正規の社員とフリーターの
賃金格差

15～34歳の男性においては、年収で2.4倍程度の差がある。15～34歳の男性においては、年収で2.4倍程度の差がある。

資料出所：労働政策研究・研修機構「若年就業支援の現状と課題」
注：１）フリーターは、勤め先における呼称がパート・アルバイトである雇用者。

２）データは総務省「就業構造基本調査」（2002年）をベースとしている。

318.4正規の社員

131.1フリーター

平均値（万円）男性雇用者
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１７．教育訓練の実施状況
企業調査、従業員調査のいずれをみても、教育訓練の実施率は低下傾向にある。

特に企業調査と従業員調査の双方に共通するＯｆｆ-JTの状況についてみると、企業調査における実施率の低下幅より、
従業員調査における受講率の低下幅が大きくなっており、以前より限られた従業員を対象としてOff－JTを実施する傾向が強まっている

可能性を示唆する結果となっている。

企業調査、従業員調査のいずれをみても、教育訓練の実施率は低下傾向にある。
特に企業調査と従業員調査の双方に共通するＯｆｆ-JTの状況についてみると、企業調査における実施率の低下幅より、
従業員調査における受講率の低下幅が大きくなっており、以前より限られた従業員を対象としてOff－JTを実施する傾向が強まっている

可能性を示唆する結果となっている。

資料出所：
・昭和54年のデータ 労働省「事業内教育訓練

実施状況及び費用に関する調査」
・昭和58年～平成10年のデータ 労働省「民間

教育訓練実態調査」
・平成12年度のデータ 労働省委託「能力開発

基本調査報告書」（日本労働研究機構）
・平成13年度～14年度のデータ 厚生労働省

委託「能力開発基本調査報告書」（日本労働研
究機構等）
・平成15年度のデータ 厚生労働省委託「能力

開発基本調査報告書」（三井情報開発（株）総合
研究所）
・平成16年度のデータ 厚生労働省委託「能力

開発基本調査報告書」（日本統計センター）

注）・「民間教育訓練実態調査」の調査対象 は、
30人以上の常用労働者を雇用する事業所
4,000社を、「能力開発基本調査報告書」の調査
対象は、従業員規模30人以上の企業10,000社

を無作為に抽出したものである。

平成12年以降の調査においては、企業調査に

ついては前年度の状況を調査しているのに対し、
従業員調査については、前年の状況を調査して
いるものである。
なお、平成13年以降の調査においては、調査年
度の1月に調査を実施していることから、企業調

査と従業員調査対象年が異なっている。

回収率は、直近の平成16年度データ（厚生労働

省委託「能力開発基本調査報告書」）で、
10,000社中1,405社、有効回収率14.1％であっ

た。

企業調査業種別
Oｆｆ-JT実施 計画的OJT実施

平成１４年 平成１５年 平成１４年 平成１５年

製造業 51.7 59.4 45.7 52.5
建設業 53.8 56.6 43.8 50

卸・小売・飲食店 46.1 58.2 34.8 39.2
運輸・通信業 31.3 42.9 33.3 39.7
サービス業 49.2 62.2 43.1 46.4
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１８. 能力開発の対象者

今後、能力開発の対象者は拡大される傾向にあるが、
いわゆる非正規従業員については、正規従業員に比べ実施予定率の水準はかなり低い。

今後、能力開発の対象者は拡大される傾向にあるが、
いわゆる非正規従業員については、正規従業員に比べ実施予定率の水準はかなり低い。

①正規従業員

59.1

65.5

33.3

28.8

3.73.9

3.8

1.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

過去3年間に実施

今後3年間の予定

全般 一部 対象でない 無回答

②非正規従業員

11.9

16.3

30.2

36.0

47.1

37.2

10.8

10.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

過去3年間に実施

今後3年間の予定

全般 一部 対象でない 無回答

資料出所：（独）労働政策研究・研修機構「労働者の働く意欲と雇用管理のあり方に関する調査（企業調査）」（2004年）

注）・正規従業員、非正規従業員それぞれにおいて、全般とは従業員全体を能力開発の対象とする場合であり、一部とは
職種や職位、労働条件等によって能力開発の対象となる従業員を限定する場合である。

・「労働者の働く意欲と雇用管理のあり方に関する調査」の調査対象企業は、従業員数100人以上の企業10,000社を
無作為抽出。（有効回答 1,066社）
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33 .6%

29 .3%

28 .3%

25 .4%

22 .6%

17 .0%

15 .5%

10 .6%

7 .8%

6 .7%

1 .1%

4 .9%

人づきあいなど会社生活を      
   うま くやっていく自信がな いから

健康上の理由

他にやりたいことがあるから

能力・適性にあった仕事            
   （向いている仕事）が分からな い

自分の能力・適性が分からな いから

希望の就職先が見つかりそうにな い

求職活動の仕方がわからないから

なんとなく

仕事に就く必要がな いから

家事・育児や介護で忙しいから

家の仕事を継ぐことになっている

その他

１９．求職活動を一度もしたことが
ない理由（無業者複数回答）

「人づきあいなど会社生活をうまくやっていく自信がないから」が
最も高く、33.6％となっている。

「人づきあいなど会社生活をうまくやっていく自信がないから」が
最も高く、33.6％となっている。

資料出所：UFJ総合研究所
「若年者のキャリア支援に関する実態調査」
厚生労働省委託2003年
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２０．職に就いていない理由

ジョブカフェにやってくる若者たちにおける職に就いていない理由は、
「自信がない」と「行動力不足」等。

ジョブカフェにやってくる若者たちにおける職に就いていない理由は、
「自信がない」と「行動力不足」等。

＜実施時期＞ 2005年9月5日～9月19日
＜実施方法＞ 全国２０箇所のジョブカフェモデル地域に依頼して用紙を配布

選択形式及び自由記入形式で無記名にて回収
＜対象者＞ 全国のジョブカフェに勤務するキャリアカウンセラー２２４名

資料出所：全国２０のモデル地域で実施した「ジョブカフェ･キャリアカウンセラー調査」の概要
ジョブカフェ・サポートセンター実施
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２１．正社員試み率

フリーターであると答えた者のうち、
フリーターをやめて正社員になろうとしたことのある者は63％である。

フリーターであると答えた者のうち、
フリーターをやめて正社員になろうとしたことのある者は63％である。

注：正社員試み率＝正社員になろうとした経験を持つ者の割合。
本調査では、フリーターとは、本人がフリーターであると答えた者をさしている。

資料出所：日本労働研究機構「若者のワークスタイル調査」（平成13年）

男性 73

女性 53

計 63

正社員試み率（％）
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２２．無業者の就業希望

仕事をしたいと思う無業者は、50％近い。仕事をしたいと思う無業者は、50％近い。

男性 49.3%

女性 45.0%

計 47.7%

資料出所：労働政策研究・研修機構 「若者就業支援の現状と課題」
※本データは、総務省「就業構造基本調査」（平成14年）を基に、労働政策研究・研修機構にて特別集計したもののうち

「白書定義無業者」（無業者のうち就職活動をしていない者で、在学も通学もしておらず、かつ、結婚しておらず
家事もしていない者のデータを掲載



24

２３．能力開発の主体に関する
労働者の意識について

能力開発の主体について、今後は「自分でよく考える」または、「どちらかといえば、
自分で考える」とする割合が高まっている。

能力開発の主体について、今後は「自分でよく考える」または、「どちらかといえば、
自分で考える」とする割合が高まっている。

12 .1

25 .1

32 .6

17 .9

10 .9

7 .1

22 .1

28 .6

26 .8

15

7 .4

22 .3

25 .3

27 .9

16 .1

0 10 20 30 40 50 60

会社にまかせる

どちらかといえば、会社にまかせる

どちらとも言えない

どちらかといえば、自分で考える

自分でよく考える

全年齢

25～34歳

24歳以下

(%)

2 .8

3 .4

15 .5

29 .8

47 .9

0 .9

2 .6

13 .1

29 .9

54

1 .9

3 .3

13 .4

29 .5

50 .9

0 10 20 30 40 50 60

会社にまかせる

どちらかといえば、会社にまかせる

どちらとも言えない

どちらかといえば、自分で考える

自分でよく考える

全年齢

25～34歳

24歳以下

(%)

資料出所：厚生労働省委託「能力開発基本調査報告書」(平成15年)

これまで

今後
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15,373
16,878

19,147
20,401 20,917 20,598

19,770

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

平成11年 平成12年 平成13年 平成14年 平成15年 平成16年 平成17年

単位（人）

２４．ワーキング・ホリデー利用者数

ワーキング・ホリデー利用者数は、近年2万人前後で安定して推移している。ワーキング・ホリデー利用者数は、近年2万人前後で安定して推移している。

資料出所：社団法人 日本ワーキング・ホリデー協会（日本人に対するビザ発給数）
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２５．ワーキング・ホリデーを経験して
習得できたこと

「外国語能力」「国際感覚・異文化適応能力」「幅広い視野」等を

習得できたと、多くの青少年が自覚している。

「外国語能力」「国際感覚・異文化適応能力」「幅広い視野」等を

習得できたと、多くの青少年が自覚している。

15.7%

38.1%

38.4%

39.4%

21.9%

39.1%

34.3%

40.0%

42.8%

39.1%

39.8%

38.6%

41.6%

37.3%

1

2

3

4

5

6

7

大いに習得できた

習得できた

外国語能力

コミュニケーション能力

判断力・決断力

積極性

忍耐・我慢強さ

幅広い視野

国際感覚・異文化適応能力

資料出所：2004年厚生労働省委託調査 （財）海外職業訓練協会
「海外就業体験が若年者の職業能力開発・キャリア形成に及ぼす影響に関する調査研究委員会報告書」



27資料出所：2004年厚生労働省委託調査 （財）海外職業訓練協会
「海外就業体験が若年者の職業能力開発・キャリア形成に及ぼす影響に関する調査研究委員会報告書」

２６．ワーキング・ホリデー利用者の
帰国後の就職条件

帰国後の就職条件として「特に有利な条件とはならなかった」が

「有利な条件となった」を上回っている。

帰国後の就職条件として「特に有利な条件とはならなかった」が

「有利な条件となった」を上回っている。

（％）（人数）

100.0 831件数

4.6 38無回答

10.5 87わからない

0.7 6かなり不利な条件となった

4.2 35少し不利な条件となった

43.0 357特に有利な条件とはならなかった

26.0 216少し有利な条件となった

11.1 92かなり有利な条件となった

ワーキング・ホリデー帰国後の就職条件
（帰国後・・・働いていた・求職中の機関が長かっ
た）
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55 187 154 7

２７．勤労青少年ホームにおける
近年の利用状況

「減少している」が「増加している」の３倍以上となっている。「減少している」が「増加している」の３倍以上となっている。

資料出所：厚生労働省職業能力開発局育成支援課キャリア形成支援室
「地方公共団体における勤労青少年福祉行政の取組状況に関するアンケート」（平成１５年１月）

13.6%
(55件）

46.4%
(187件）

38.2%
(154件）

1.7%
(7件）

減少している 横ばい

増加している

無回答
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２８．勤労青少年ホームの利用者が
減少している要因

勤労青少年人口の減少、施設の老朽化、に続いて、利用者ニーズの

対応不足が高い割合となっている。

勤労青少年人口の減少、施設の老朽化、に続いて、利用者ニーズの

対応不足が高い割合となっている。

資料出所：厚生労働省職業能力開発局育成支援課キャリア形成支援室
「地方公共団体における勤労青少年福祉行政の取組状況に関するアンケート」（平成１５年１月）

62.0%

44.4%

38.5%

34.2%

27.3%

19.8%

19.3%

2.7%

13.4%

地域の勤労青少年人口が減少した

施設の老朽化

利用者ニーズの対応不足

勤労青少年ホームという          
施設そのものの役割が終わった

他の類似施設との競合の結果

人員削減等運営体制の弱体化

施設の予算が削減された

分からない

その他

(116)

(64)

(51)

(37)

(36)

(5)

(25)

(83)

(72)

（回答ホーム件数・複数回答）


